
在宅医療・介護の推進について 

在宅医療・介護推進プロジェクトチーム 
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できる限り、住み慣れた地域で必要な医療・介護サービスを受けつつ、安心して自分らしい生活を実現できる
社会を目指す。 

○ 国民の希望に応える療養の場の確保は、喫緊の問題。 
○ 「社会保障・税一体改革大綱」に沿って、病院・病床機能の分化・強化と連携、在宅医療の充実、重点化・効率化、
地域包括ケアシステムの構築等を着実に実現していく必要があり、2025年のイメージを見据えつつ、あるべき医療・
介護の実現に向けた策が必要。 

○ 我が国は国民皆保険のもと、女性の平均寿命86歳＇世界2位（、男性79歳＇同8位（を実現するなど、世界でも類を見ない高
水準の医療・介護制度を確立。 

○  65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測＇3,878万人（。 
○ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく。  
○ 国民の60％以上が自宅での療養を望んでいる。 
○ ケアマネジャーの50％近くが医師との連携が取りづらいと感じているなど医療・介護の連携が十分とはいえない。 

○予算での対応 

 ・平成24年度補正予算や平成25年度予算により、在宅医療・介護を推進 

○制度的対応 

 ・平成25年度からの5カ年の医療計画に、新たに「在宅医療について達成すべき目標、医療連携体制」等 

 を明記 

 ・在宅医療の法的位置づけを含め、医療法改正について検討中 

○診療報酬・介護報酬 

 ・24年度同時改定において、在宅医療・介護を重点的に評価 

○組織 

 ・省内に「在宅医療・介護推進プロジェクトチーム」を設置し、在宅医療・介護を関係部局で一体的に推進 

■施策を総動員し、「在宅医療・介護」を推進 
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在宅医療・介護に係る背景 

2012年８月 2015年 2025年 2055年 

65歳以上高齢者人口＇割合（ 3,058万人＇24.0%（ 3,395万人＇26.8%（ 3,657万人＇30.3%（ 3,626万人＇39.4%（ 

75歳以上高齢者人口＇割合（ 1,511万人＇11.8%（ 1,646万人＇13.0%（ 2,179万人＇18.1%（ 2,401万人＇26.1%（ 

○  65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測＇3,878万人（。また、75歳以上高齢者
数も増加していき、 2025年には2000万人を超え、更に2055年には全人口に占める割合は25％を超える見込み＇表１（。 

○ 首都圏をはじめとする都市部において、今後急速に75歳以上人口が増える＇表２（。 
○ 自宅で療養して、必要になれば医療機関等を利用したいと回答した者の割合を合わせると、60％以上の国民が「自宅で療養

したい」と回答した＇図１（。 また要介護状態になっても、自宅や子供・親族の家での介護を希望する人が４割を超えた＇図２（。 

＇表１（ 65歳以上人口及び75歳以上人口推計 

埼玉県 千葉県 神奈川県 大阪府 愛知県 東京都 ～ 島根県 鹿児島県 山形県 全国 

2010年 58.9万人 56.3万人 79.4万人 84.3万人 66.0万人 123.4万人 25.4万人 11.9万人 18.1万人 1419.4万人 

2025年 
＇ （は倍率 

117.7万人 
＇2.00倍（ 

108.2万人 
＇1.92倍（ 

148.5万人 
＇1.87倍（ 

152.8万人 
＇1.81倍（ 

116.6万人 
＇1.77倍（ 

197.7万人 
＇1.60倍（ 

29.5万人 
＇1.16倍（ 

13.7万人 
＇1.15倍（ 

20.7万人 
＇1.15倍（ 

2178.6万人 
＇1.53倍（ 

＇表２（ 2010年及び2025年の都道府県別75歳以上高齢者人口＇倍率（ 
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平成１０年 

平成１５年 

平成２０年 

なるべく今まで通った＇または現在入院中の（医療機関に入院したい 
なるべく早く緩和ケア病棟に入院したい 
自宅で療養して、必要になればそれまでの医療機関に入院したい 
自宅で療養して、必要になれば緩和ケア病棟に入院したい 
自宅で最後まで療養したい 
専門的医療機関(がんセンターなど（で積極的に治療が受けたい 
老人ホームに入所したい 

出典：終末期医療に関する調査＇各年（ 

41.7% 

2.3% 0.5% 

18.6% 11.5% 17.1% 

2.2% 0.4% 

5.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

自宅で介護してほしい 子どもの家で介護してほしい 

親族の家で介護してほしい 介護老人福祉施設に入所したい 

介護老人保健施設を利用したい 病院などの医療機関に入院したい 

民間有料老人ホーム等を利用したい その他 

わからない 

＇図２（療養に関する希望 ＇図１（終末期の療養場所に関する希望 

高齢者の健康に関する意識調査＇平成19年度内閣府（  

出典：日本の将来推計人口＇社会保障・人口問題研究所（ 

出典：日本の地域別将来推計人口＇社会保障・人口問題研究所（ 
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在宅医療・介護の推進に当たっての課題 
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課題を抽出し、長期目標・短期目標をたてるのが難しい 

利用者と家族の意見に違いがあり、調整が難しい 

利用者や家族の意見と、ケアマネジャーの意見に違いがあり、調整… 

必要なサービスが地域に不足している 

サービス提供事業者を探すのに時間がかかる 

事業所の併設サービス等をケアプランに入れるような事業所の方… 

医師との連携が取りづらい 

介護保険以外のインフォーマルなサービスが不足している 

指導・監査を前提にしてサービスを調整してしまう 

その他 

無回答 

医療系＇N=572) 

介護系＇N=1242) 

○ 65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者が増加していく＇図１（。 
○ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく＇図２（。  

○ 在宅医療・介護を推進するには、地域における医療・介護の関係機関の連携が重要であるが、現状では、訪問診療を提供し
ている医療機関の数も十分とは言えず＇図３（、また、連携も十分には取れていない＇図４（。 
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出典：「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数について＇厚生労働省（ 

＇図２（世帯数 ＇図１（「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者の数
と65歳以上高齢者に占める割合 

＇世帯（ ＇％（ 

出典：日本の世帯数の将来推計＇全国推計（＇社会保障・人口問題研究所（ 

箇所 
対全数の 
割合＇％（ 

病院 2,407 28.0 

診療所 19,950 20.0 

訪問看護ステーション 5,815 － 

出典：病院、診療所 「医療施設調査＇静態（」＇平成23年（＇厚生労働省（ 
    訪問看護ステーション 「介護給付費実態調査」＇平成23 年（＇厚生労働省（ 

＇図３（訪問診療を実施している医療機関 

出典：居宅介護支援事業所及び介護支援専門員の実態に関する調査報告書＇平成21年度老人保健健康増進等事業（ 

＇図４（ケアマネジャーが困難に感じる点 
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医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資 

療養病床 
＇24万床（ 

 

一般病床 
＇109万床（ 

【2012(H24)年】 

介護療養病床 

介護施設 
＇98万人分（ 

居住系サービス 
＇33万人分（ 

在宅サービス 
＇320万人分（ 

高度急性期 
 
 

  一般急性期 
 
 
 

  亜急性期等 
 
 

 長期療養 
 
 

 介護施設 
 
 

居住系サービス 
 
 
 

在宅サービス 
 
 
 
 

【2025(H37)年】 

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応 

「施
設
」か
ら
「地
域
」へ
・「医
療
」か
ら
「介
護
」へ 

 
【取組の方向性】 
○入院医療の機能分化・強化と連携 
  ・急性期への医療資源集中投入 
  ・亜急性期、慢性期医療の機能強化  等 

○地域包括ケア体制の整備 
  ・在宅医療の充実 
     ・看取りを含め在宅医療を担う診療所等 
             の機能強化 
       ・訪問看護等の計画的整備  等 

  ・在宅介護の充実 
     ・在宅・居住系サービスの強化・施設ユニット 
      化、マンパワー増強  等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【患者・利用者の方々】 
・  病気になっても、職場や地域生活へ早期復帰 
・  医療や介護が必要になっても、住み慣れた地 
 域での暮らしを継続 

医療・介護機能の再編（将来像） 

  患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を 
 通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します。 

医療法等関連法を順次改正 

２０１２年診療報酬・介護報酬の同時 
改定を第一歩として実施 
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いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

２０２５年の地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域＇具体的には中学校区（を単
位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   ＇小規模多機能型居宅介護＋訪問看護（ 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 

コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 
・特定施設入所者生活介護 
                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医 
 ・地域の連携病院 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 通所・入所 
・急性期病院 
・亜急性期・回復期 
 リハビリ病院 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、 
 重度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることがで 
 きるようになります。 
○ 認知症は、超高齢社会の大きな丌安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、 
 認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。 
○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口   
 は減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。 
  地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づ 
  き、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要です。 
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認知症の人 

介護の将来像＇地域包括ケアシステム（ 



機密性○ 

社会保障・税一体改革が目指す医療・介護のサービス提供体制 
【社会保障・税一体改革大綱】＇抄（ 
○ 急性期をはじめとする医療機能の強化、病院・病床機能の役割分担・連携の推進、在宅医療の充実等を内容とする医療
サービス提供体制の制度改革に取り組む 

○ できる限り住み慣れた地域で在宅を基本とした生活の継続を目指す地域包括ケアシステム＇医療、介護、予防、住まい、生
活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援（の構築に取り組む 

平成24＇2012（年度 平成37＇2025（年度 

【医療】 病床数、平均在院日数 109万床、19～20日程度 【高度急性期】 22万床 15～16日程度 

【一般急性期】 46万床 9日程度 

【亜急性期等】 35万床 60日程度 

医師数 29万人 32～33万人 

看護職員数 145万 196～206万人 

在宅医療等＇１日あたり（ 17万人分 29万人分 

【介護】 利用者数                452万人 
 

657万人＇1.5倍（ 
• 介護予防・重度化予防により全体として3％減 
• 入院の減尐＇介護への移行（：14万人増 

在宅介護 

 うち小規模多機能 
うち定期巡回・随時対応型サービス 

320万人分 
5万人分 
― 

463万人分＇1.4倍（ 
40万人分＇7.6倍（ 
15万人分＇－（ 

居住系サービス 
  特定施設 
  グループホーム 

33万人分 
16万人分 
17万人分 

62万人分＇1.9倍（ 
24万人分＇1.5倍（ 
37万人分＇2.2倍（ 

介護施設         
   特養  
   老健＇＋介護療養（ 

98万人分 
52万人分＇うちユニット13万人＇26％（（ 
47万人分＇うちユニット2万人＇4％（（ 

133万人分＇1.4倍（ 
73万人分＇1.4倍（＇うちユニット51万人分＇70％（（ 
60万人分＇1.3倍（＇うちユニット30万人分＇50％（（ 

介護職員 149万人 237万人から249万人 

訪問看護＇１日あたり（ 31万人分 51万人分 

【医療・介護】  
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○ 疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活を続けられるためには、地域における医療・介護の 

  関係機関＇※（が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を行うことが必要である。 

   ＇※（在宅療養を支える関係機関の例 

       ・地域の医療機関 ＇定期的な訪問診療の実施（ 

       ・在宅療養支援病院・診療所＇有床（ ＇急変時に一時的に入院の受け入れの実施（ 

       ・訪問看護事業所 ＇医療機関と連携し、服薬管理や点眼、褥瘡の予防、浣腸等の看護ケアの実施（ 

       ・介護サービス事業所 ＇入浴、排せつ、食事等の介護の実施（ 

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、市町村が中心と 

  なって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制の構築を図る。 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万円 】  在宅医療・介護の連携推進の方向性 

＇イメージ（ 
地域包括支援センター 

在宅療養支援診
療所＇無床（ 
＇１人開業医（ 

患者 

在宅療養支援病院 

在宅療養支援診療所
＇有床（ 

介護サービス事業所 

在宅医療において積極
的役割を担う医療機関※ 

訪問診療 

訪問看護等 

訪問診療 

訪問診療 

２４時間体制
の支援 

介護サービス 

２４時間在宅医療提供体
制の支援＇１人開業医等
の夜間対応の支援、急変

時の一時入院受け入れ、
レスパイト等（ 

入院＇急変時の一時受
け入れ（ 

一時入院 

連携 

薬局、訪問看護ステーショ
ン等  

在宅医療連携拠点機能 
＇市町村、医師会等（ 

関係機関の 
連携体制の 

構築支援 

※在宅療養支援病院/診療所の中から
位置づけられることを想定 

・地域の医療・介護関係者による
協議の開催 

・医療・介護関係機関の連携促進 

・在宅医療に関する人材育成や普
及啓発 
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